
能登半島地震で被災した道路の復旧状況について

～ゴールデンウィーク前に能登半島の道路が概ね復旧しました～

記 者 発 表 資 料

○ 平成１９年３月２５日の能登半島地震では、能登半島の生活と産業を支える幹

線道路である能登有料道路をはじめとして、国道２４９号、主要地方道七尾能登

島公園線能登島大橋等の幹線道路が一時通行止めを余儀なくされましたが、４月

、 。２７日１０時に能登有料道路が全線開通し 能登半島の道路は概ね復旧しました

○ 石川県と国土交通省は、今後、残る道路の復旧に向けて、引き続き一丸となっ

て取り組んでいくとともに、能登半島地域の重要な産業である観光を支援するた

め、石川県が実施する「能登半島地震風評被害払拭キャンペーン」と連携し、国

土交通省のホームページで観光情報を提供する他、全国の道の駅等で２７日から

能登半島地域の観光キャンペーンポスターを順次掲示するなど、能登半島の復興

に向け努力してまいります。

（参考）国土交通省では、石川県及び輪島市の要請を受け、能登有料道路や国道

２４９号等の幹線道路の早期復旧に向けて、橋梁や地すべり等の専門家を派

遣しました。また、北陸地方整備局の職員による被災状況調査や災害査定資

料作成支援を実施するなど、技術的に支援しております。

平成１９年４月２７日

国土交通省 道路局、石川県

発 表 記 者 ク ラ ブ

竹芝記者クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会、

横浜海事記者クラブ、神奈川建設記者会、茨城県政記者クラブ、

栃木県政記者クラブ、刀水クラブ、埼玉県政記者クラブ、千葉県政記者会、

東京都庁記者クラブ、神奈川県政記者クラブ、山梨県政記者クラブ、

長野県庁会見場

問 合 せ 先

石川県 土木部 道路建設課長 鶴井

ＴＥＬ ０７６－２２５－１７２０

国土交通省 道路局 国道・防災課

道路防災対策室 課長補佐 大城（内線３７６６２）

ＴＥＬ ０３－５２５３－８１１１（代表）

０３－５２５３ー８４８９（直通）



1

能越自動車道

（徳田大津JCT～田鶴浜IC）県公社

穴水ＩＣ

柳田ＩＣ

249
国 道

249
国 道

249
国 道

249
国 道

249
国 道

249
国 道

249
国 道

249
国 道

能越自動車道

（能登空港IC～穴水IC）直轄国道

徳田大津IC

（横
田
IC
～
穴
水
IC
）

（柳
田
IC
～
徳
田
大
津
IC

）

能
登
有
料
道
路

県
公
社

※輪島市道 五十洲深見
（いぎすふかみ）線

深見地区住民を対象と
した許可証を発行し、

４月8日より、10～16時の
み交通解放

－ 凡 例 －

×：通行止め箇所（国道・有料道路）

×：通行止め箇所（県道・市道）

○：通行止解除

能登半島の道路の主な被災及び復旧状況
（平成19年4月27日 10:00予定）
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夏休み前に日中の片側交
互通行での開通を目標
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能登有料道路（横田ＩＣ付近）

能登有料道路（豊川橋付近）

復旧前 復旧後

復旧前 復旧後

（主）輪島浦上線（輪島市大沢町）
わじまし おおざわまちわじま うらかみ

復旧前 復旧後

道路の主な被災及び復旧状況
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能登半島の観光支援のための取り組み

•能登半島の道路に関する最新の状況を北陸地方整備局のホームページ
に掲載（国土交通省のトップページ http://www.mlit.go.jp からリンク）。

•道路関係のホームページからリンクするとともに、観光協会等（日本観光
協会、日本旅行業協会、能登半島広域観光協会、和倉温泉観光協会
等）のホームページからリンクするとともに、石川県のホームページと相
互リンク。

•全国の道の駅でも道路の復旧状況、観光情報について情報提供。

能登半島の道路の復旧状況のホームページ
http://www.hrr.mlit.go.jp/road/noto_jishin/
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（参考）能登半島の道路の早期復旧に向けた
国土交通省の取り組みの状況

① 資機材の支援
・石川県管理の国道や輪島市道へ照明車（のべ１７４台）、衛星通信車（のべ
６０台）、橋梁点検車（のべ１５台）、遠隔操縦式バックホウ（のべ６０台）等を
派遣

② 被災状況調査や災害復旧の支援
・ヘリコプターやバイクや自転車等を活用した被災状況調査や災害復旧資料の
作成、復旧対策の支援等を実施するため北陸地方整備局職員等（のべ８２３
人）を派遣

③ 専門家派遣
・石川県管理道路や石川県道路公社管理道路、輪島市道について、復旧方法
等に関する技術的助言を行うため、国土技術政策総合研究所及び独立行政
法人土木研究所の専門家（のべ２５人）を現地に派遣。

※台数、人数は4月2７日現在




